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千葉県建築物衛生事業登録指導要綱 

                                          平成１５年３月３１日部長発　衛第８８０号 

第１　目　的 

　　この要綱は、「建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０

　号）」（以下「法」という。）第１２条の２の規定による登録に関し、法令に規定されてい

　る事項の留意事項等を示すとともに、その他必要な事項について定め、もって法の施行が

　円滑に行われることを目的とする。 

 

第２　定　義 

    この要綱において使用する用語は、法令等の定義の定めるところによる。 

 

第３  登　録 

　１　登録制度の趣旨 

　　　登録制度は、近年の建築物の増加に伴い、建築物の所有者等の委託を受けて、清掃、

　　空気環境の測定等建築物内の環境衛生上の維持管理を業とする者が増加しており、これ

　　ら事業者の資質の向上が建築物の衛生的環境を確保する上で重要であることにかんがみ

　　設けられたものである。 

　　　なお、登録を受けた者以外の者は、登録を受けた旨の表示をすることはできないが、

　　その業務を行うことについては何ら制限を加えるものではない。 

　２　制度の概要 

　　⑴  登録を受けられる業種 

　　　　登録を受けられる業種及びその業務の内容は、別表第１のとおりである。 

　　⑵  営業所 

　　　　登録は、事業区分に応じ営業所ごとに行う。営業所とは、客観的にみて営業上の活

　　　動の中心とみられる一定の事業活動の根拠地であり、かつ、そこにおいて委託契約の

　　　締結をし、登録に係る業務を行う等の法律的、事実的行為を行う能力を有しているも

　　　のをいうものである。 

　　　　したがって、この要件に合致するものであれば、商業登記法による登記をした営業所

　　　に限られるものではない。また、建築物内の単なる作業員控室等を営業所として登録する

      ことはできない。 

 

　　⑶  登録の有効期間 

　　　　登録の有効期間は６年である。したがって、６年を超えて登録業者である旨の表示

　　　をしようとする場合には、新たに登録を受けなければならない。 

　　⑷  登録の表示 

　　　　登録を受けた者は、登録に係る営業所について、登録業者である旨の表示ができる

　　　ものである。一方、登録を受けていない者は、登録業者又はこれに類似する表示を行

　　　うことはできないものである。また、登録は営業所ごとに行われるものであり、登録

　　　を受けた営業所以外の営業所について登録業者である旨の表示を行うことはできない

　　　ものである。したがって、例えば本社で登録を受けても、登録を受けていない営業所

　　　が登録業者である旨の表示をすることはできないものである。 

　３　登録基準の留意事項 
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　　　法令で定める登録基準については、次の規定に留意すること。 

  　⑴　一般的事項 

　　　ア　機械器具その他の設備（以下「機械器具等」という。）は各営業所ごとに常備す

　　　　ること。ただし、営業所から離れた場所に機械器具等を格納する倉庫があるような

　　　　場合（県外にある場合を含む。）であっても、それが登録に係る営業所の管轄下に

　　　　あると知事が認めた場合及び機械器具等が作業場に置かれている等の場合は、この

　　　　限りでない。 

　　　イ　機械器具等は、原則として登録を受けようとする者が所有していなければならな

　　　　い。ただし、他の者の所有であっても、登録を受けようとする者が長期的(原則と

　　　　して3年以上)、恒常的に占有し、かつ、自由に使用できると知事が認めた場合は、

　　　　この限りでない。 

　　　ウ　監督者等（建築物清掃業にあっては監督者、建築物空気環境測定業にあっては実

　　　　施者、建築物空気調和用ダクト清掃業にあっては監督者、建築物飲料水水質検査業

　　　　にあっては実施者、建築物飲料水貯水槽清掃業にあっては監督者、建築物排水管清

　　　　掃業にあっては監督者、建築物ねずみ昆虫等防除業にあっては監督者、建築物環境

　　　　衛生総合管理業にあっては統括管理者、監督者及び実施者をいう。以下同じ。）は

　　　　登録を受ける営業所ごとにそれぞれ選任されていること。 

　　　　　また、同一の者を２以上の営業所又は２以上の実務の監督者等として登録を受け

　　　　ることはできない。 

　　　エ　同一の営業所において、２以上の事業区分にわたって登録を受けようとする場合、

　　　　同一の機械器具等又は同一の監督者等をもって２以上の事業の登録要件に該当する

　　　　ものとすることはできない。 

　　　オ　監督者等が建築物環境衛生管理技術者免状の交付を受けている場合は、この者が

　　　　営業所の監督者等と特定建築物における建築物環境衛生管理技術者を兼務すること

　　　　はできない。 

　　　カ　作業及び機械器具等維持管理は、原則として自ら実施すること。ただし、これら

　　　　の業務を他の者に委託する場合は、清掃作業及び清掃用機械器具の維持管理の方法

　　　　等に係る基準（平成１４年３月２６日厚生労働省告示第１１７号）等により行わな

　　　　ければならない。なお、委託する場合の受託者は、法第１２条の２の規定による登

　　　　録業者であることが望ましい。 

　　　キ　公益法人、事業協同組合等にあっては、定款又は寄付行為上登録に係る事業が行

　　　　えるようになっており、登録基準を満たしていなければならない。 

　　　　　なお、事業協同組合にあっては以下の要件を満たす場合に限り登録を受けること

　　　　ができる。 

　　　　(ア)　事業協同組合の事務所等が一つの営業所としての機能を有していること。 

　　　　(イ)　登録を受けようとする事業を行うこと又はその事業の共同受注を行うこと

　　　　　　　が、定款に明文化されていること。 

　　　　(ウ)　監督者等は組合に雇用されている必要はないが、ウのとおり登録を受ける営

　　　　　　業所ごとにそれぞれ選任されていなければならないこと。なお、この場合、そ

　　　　　　の者を同時に組合員の営業所における監督者等とすることはできない。 

　　　　(エ)　機械器具等は組合の所有であることが望ましいが、組合員の所有であっても、

　　　　　　組合の営業所において必要とするときには自由に用いることができることが確
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　　　　　　実であると知事が認める場合（ただし、成文の内規又は規約があること。）は、

　　　　　　この限りでない。 

　　⑵　建築物空気環境測定業 

　　　ア　建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第

　　　　２号）（以下「規則」という。）第３条の２第１号の表の第１号の下欄に定める厚生労

　　　　 働大臣の登録を受けた者により当該機器を標準として較正された機器（以下「粉じん

　　　　 計」という。)にあっては、その後１年以内ごとに１回は厚生労働大臣の登録を受けた

　　　　 者による較正を受けなければならない。 

　　　イ　規則第２６条第２号ハに定める「イ又はロに掲げる者と同等以上の知識及び技能

　　　　を有すると認められる者」とは、建築物環境衛生管理技術者免状の交付を受けてい

　　　　る者をいう。 

　　　　　ただし、登録の有効期間経過後、引き続きその者を空気環境測定実施者として登

　　　　録を受けようとする場合には、その者が同号ロの規定による再講習の課程を修了し、

　　　　修了した日から６年を経過していないこと。 

　　⑶　建築物空気調和用ダクト清掃業 

      ア　次の事項に留意すること。 

　　　　(ア)　電気ドリル及びシャー又はニブラについてはダクトを構成する部材を開口　

　　　　　　し、切断できるものであること。 

　　　　(イ)　電子天びん又は化学天びんは１mg以上の分解能を有するものであること。 

　　　イ　規則第２６条の２第２号ハに定める「イ又はロに掲げる者と同等以上の知識及び

　　　　技能を有すると認められる者」とは、建築物環境衛生管理技術者免状の交付を受け

　　　　ている者をいう。 

　　　　　ただし、登録の有効期間経過後、引き続きその者を空気調和用ダクトの清掃作業

　　　　の監督を行う者として登録を受けようとする場合には、その者が同号ロの規定によ

　　　　る再講習の課程を修了し、修了した日から６年を経過していないこと。 

　　⑷　建築物飲料水水質検査業 

　　　ア　水質検査を的確に行うことができる検査室とは、基本的には以下の要件を満たし

　　　　ている検査室であること。 

　　　　(ア)　実験台、流し台、作業台、測定台及び薬品戸棚の配置が、水質検査実施者の

　　　　　　作業にふさわしい配置となっていること。 

　　　　(イ)　実験台等の上の機械器具の配置に余裕があり、使用しやすい配置となってい

　　　　　　ること。 

　　　　(ウ)　ドラフトチャンバーが設置されていること。 

　　　　(エ)　必要な換気扇、水栓、ガス栓及びコンセントが設けられていること。 

　　　　(オ)　細菌学的検査を行う場所と理化学的検査を行う場所は区別されていることが

　　　　　　望ましい。 

　　　　(カ)　天びん台など必要な部分に防震装置が施されていること。 

      イ　規則第２７条第３号ニに定める「イ、ロ又はハに掲げる者と同等以上の知識及び

　　　　技能を有すると認められる者」とは、次の者をいう。 

　　　　(ア)　技術士法第２条に規定する技術士（技術士法施行規則第２条第１０号及び第 

　　　　　　 １１号に限る。）又は、技術士法第３１条の２第１項の規定により技術士となる資

        　　 格を有する者（技術士法施行規則第９条第１０号及び第１１号の技術部門に限る。） 
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　　　　(イ)　学校教育法に基づく大学、短期大学若しくは高等専門学校、旧大学令に基づ

　　　　　　く大学又は旧専門学校令に基づく専門学校以外の学校を卒業し、若しくはその

　　　　　　課程を修了し、又は文部科学大臣の行う資格検定に合格した者等で、当該学校

　　　　　　の入学資格、修業年数、修業内容又は検定の程度等から判断して、規則第２７

　　　　　　条第３号イ又はハに掲げる者と同等以上の学歴を有すると認められる者（ただ

　　　　　　し同号イ又はハに規定する実務経験を有することを必要とする。） 

　　⑸　建築物飲料水貯水槽清掃業 

　　　ア　機械器具の専用の保管庫とは、基本的には以下の要件を満たしている保管庫でな

　　　　ければならない。また、貯水槽清掃作業に用いる塩素剤等についても、これに準じ

　　　　て適切に保管すること。 

　　　　(ア)　機械器具に雨水等がかかるおそれのない構造であること。 

　　　　(イ)　機械器具を置く棚、箱などは水切り、水抜きが簡単にでき、水が溜まらない

　　　　　　構造であること。 

　　　　(ウ)　機械器具を保管するのに適切な規模であること。 

　　　　(エ)　他の用途に用いる機械器具類も併せて保管している倉庫の一部が保管庫と 

　　　　　　なっているような場合には、貯水槽清掃作業に用いる機械器具を保管する場所

　　　　　　が独立して設けられており、他のものを誤用するおそれがないようになってい

　　　　　　ること。 

　　　　(オ)　保管庫は施錠でき、みだりに機械器具を持ち出せないようになっていること。 

　　　イ　原則として自動車を保管庫とすることはできないが、作業件数がきわめて多く、

　　　　その都度機械器具の積み降ろしをすることが繁雑な場合には、次の要件を満たして

　　　　いるときは、この限りでない。 

　　　　(ア)　機械器具に雨水等がかかるおそれのない構造であること。 

　　　　(イ)　機械器具を置く棚、箱などは水切り、水抜きが簡単にでき、水が溜まらない

　　　　　　構造であること。 

　　　　(ウ)　機械器具を保管するのに適切な規模であること。 

　　　　(エ)　自動車は貯水槽清掃作業専用であって、他の用途に用いないこと。 

　　　　(オ)　自動車を適切に保管できる車庫を有すること。 

　　　　(カ)　長期にわたって作業のない時期に機械器具を自動車から降ろす場合には、別

　　　　　　途専用の保管場所が用意されていること。 

　　　ウ　規則第２８条第４号ハに定める「イ又はロに掲げる者と同等以上の知識及び技能

　　　　を有すると認められる者」とは、建築物環境衛生管理技術者免状の交付を受けてい

　　　　る者をいう。 

　　　　　ただし、登録の有効期間経過後、引き続きその者を貯水槽の清掃作業の監督を行

　　　　う者として登録を受けようとする場合には、その者が同号ロの規定による再講習の

　　　　課程を修了し、修了した日から６年を経過していないこと。 

　　⑹　建築物排水管清掃業 

　　　ア　内視鏡は写真を撮影することができるもので、かつ、ケーブルの長さが１５ｍ程

　　　　度以上のものであること。 

　　　イ　機械器具の専用の保管庫とは、基本的には以下の要件を満たしている保管庫でな

　　　　ければならない。また、排水管清掃作業に用いる薬剤についても、これに準じて適

　　　　切に保管すること。 
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　　　　(ア)　機械器具に雨水等がかかるおそれのない構造であること。 

　　　　(イ)　機械器具を置く棚、箱などは水切り、水抜きが簡単にでき、水が溜まらない

　　　　　　構造であること。 

　　　　(ウ)　機械器具を保管するのに適切な規模であること。 

　　　　(エ)　他の用途に用いる機械器具類も併せて保管している倉庫の一部が保管庫と 

　　　　　　なっているような場合には、排水管清掃作業に用いる機械器具を保管する場所

　　　　　　が独立して設けられており、他のものを誤用するおそれがないようになってい

　　　　　　ること。 

　　　　(オ)　保管庫は施錠でき、みだりに機械器具を持ち出せないようになっていること。 

　　　ウ　原則として自動車を保管庫とすることはできないが、作業件数がきわめて多く、

　　　　その都度機械器具の積み降ろしをすることが繁雑な場合には、次の要件を満たして

　　　　いるときは、この限りでない。 

　　　　(ア)　機械器具に雨水等がかかるおそれのない構造であること。 

　　　　(イ)　機械器具を置く棚、箱などは水切り、水抜きが簡単にでき、水が溜まらない

　　　　　　構造であること。 

　　　　(ウ)　機械器具を保管するのに適切な規模であること。 

　　　　(エ)　自動車は排水管清掃作業専用であって、他の用途に用いないこと。 

　　　　(オ)　自動車を適切に保管できる車庫を有すること。 

　　　　(カ)　長期にわたって作業のない時期に機械器具を自動車から降ろす場合には、別

　　　　　　途専用の保管場所が用意されていること。 

　　　エ　規則第２８条の２第４号ハに定める「イ又はロに掲げる者と同等以上の知識及び

　　　　技能を有すると認められる者」とは、建築物環境衛生管理技術者免状の交付を受け

　　　　ている者をいう。 

　　　　　ただし、登録の有効期間経過後、引き続きその者を排水管の清掃作業の監督を行

　　　　う者として登録を受けようとする場合には、その者が同号ロの規定による再講習の

　　　　課程を修了し、修了した日から６年を経過していないこと。 

　　⑺　建築物ねずみ昆虫等防除業 

　　　ア　機械器具及び防除作業に用いる薬剤の専用の保管庫とは、基本的には以下の要件

　　　　を満たしている保管庫でなければならない。 

　　　　(ア)　機械器具に残留した薬剤や保管されている薬剤が飛散流出し、及び地下に浸

　　　　　　透し、並びに臭気が漏れるおそれのないものであること。 

　　　　(イ)　薬剤による腐食を防止するために必要な措置が講じられていること。 

　　　　(ウ)　引火事故の起こりにくい構造となっていること。 

　　　　(エ)　機械器具及び薬剤を保管するのに適切な規模であること。 

　　　　(オ)　他の用途に用いる機械器具類も併せて保管している倉庫の一部が保管庫に 

　　　　　　なっているような場合には、防除作業に用いる機械器具及び薬剤を保管する場

　　　　　　所が独立して設けられており、他のものを誤用するおそれがないようになって

　　　　　　いること。 

　　　　(カ)　保管庫は施錠でき、みだりに機械器具及び薬剤を持ち出せないようになって

　　　　　　いること。 

　　　イ　原則として自動車を保管庫とすることはできないが、作業件数がきわめて多く、

　　　　その都度機械器具の積み降ろしをすることが繁雑な場合には、次の要件を満たして
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　　　　いるときは、この限りでない。 

　　　　(ア)　機械器具に残留した薬剤や保管されている薬剤が飛散流出し、及び地下に浸

　　　　　　透し、並びに臭気が漏れるおそれのないものであること。 

　　　　(イ)　薬剤による腐食を防止するために必要な措置が講じられていること。 

　　　　(ウ)　引火事故の起こりにくい構造となっていること。 

　　　　(エ)　自動車は防除作業専用であって、他の用途には用いないこと。 

　　　　(オ)　自動車を適切に保管できる車庫を有すること。 

　　　　(カ)　長期にわたって作業のない時期に、機械器具を自動車から降ろす場合には、

　　　　　　別途専用の保管場所が用意されていること。 

　　　　(キ)　薬剤については、別途専用の保管庫において保管されていること。 

　４　登録申請 

　　　法第１２条の２第１項の規定により知事の登録を受けようとする者は、営業所及び法

　　第１２条の２第１項各号に規定する事業の業種区分ごとに、次に掲げる書類を添付した

　　登録申請書（様式第１）に所定の手数料を添え、当該建築物の所在場所を所管する保健

　　所の長（以下「所管保健所長」という。）に提出しなければならない。 

　　　なお、添付書類にて、写しを提出する場合は、その本証を持参し、申請の際に提示し

　　なければならない。 

　　⑴　次の事項を記載した書面 

　　　ア　設備・機器名簿 

　　　　　事業の実施に用いる機械器具その他の設備の名称、型式、数量及び購入年月（様

　　　　式第１の２） 

　　　イ　監督者等名簿 

　　　　　監督者等の別、氏名、業務範囲、経験年数並びに資格の種別及び資格取得年月日

　　　　（様式第１の３） 

　　　　(ア)　監督者等を証する書類の添付 

　　　　　　　別表第２の事業区分及び資格の種類ごとに提出する書類の欄の書類 

　　　　(イ)　実務従事証明書の添付（様式第１の６） 

　　　　　　　建築物飲料水水質検査業のうち、実務経験を要する資格にあっては、その実

　　　　　　務経験を証する書類 

　　　ウ　研修実施の状況及び計画 

　　　　　建築物清掃業、建築物空気調和用ダクト清掃業、建築物飲料水貯水槽清掃業、建

　　　　築物排水管清掃業、建築物ねずみ昆虫等防除業及び建築物環境衛生総合管理業に 

　　　　あっては当該作業従事者の研修の期日、研修の内容、指導員の氏名及び資格、対象

　　　　従業員数及び参加人員数並びに厚生労働大臣指定の登録業者等の団体において研修

　　　　を実施した場合はその団体の証明 

　　　　　なお、本書面は、過去１年間の実績及び今後１年間の計画について記入すること。（研

         修実施状況は様式第１の４、研修実施計画は様式第１の４の２）。 

　　　エ　作業実施方法 

　　　　　作業班編成、作業手順及び業務を委託する際の手順（様式第１の５） 

　　　　　委託した業務の実施状況の把握方法並びに苦情及び緊急の連絡に対する体制等　

　　　　（様式第１の５の２） 

　　　　　なお、作業手順にあっては、各登録業種に応じ、次の内容を含むこと。 
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　　　　(ア)　建築物清掃業 

　　　　　　ａ　作業工程（日常清掃を行わない箇所についての定期点検に関する事項を含

　　　　　　　む。） 

　　　　　　ｂ　機械器具等の点検の方法 

　　　　　　ｃ　清掃作業に伴って排出されるごみや清掃作業によって生じる排水の処理方

　　　　　　　法 

　　　　　　ｄ　作業報告作成の手順 

　　　　(イ)　建築物空気環境測定業 

　　　　　　ａ　空気環境の測定方法 

　　　　　　ｂ　測定器の点検、較正等の方法並びにこれらの記録の保管方法 

　　　　　　ｃ　測定結果報告作成の手順並びに測定結果の保存方法及び保存責任者の氏名 

　　　　(ウ)　建築物空気調和用ダクト清掃業 

　　　　　　ａ　作業行程（ダクト清掃の効果の確認方法に関する事項を含む。） 

　　　　　　ｂ　機械器具等の点検の方法 

　　　　　　ｃ　ダクト清掃に伴って排出されるごみの処理方法 

　　　　　　ｄ　作業報告作成の手順 

　　　　(エ)　建築物飲料水水質検査業 

　　　　　　ａ　水質検査の方法（試料の採水及び保存に関する事項を含む。） 

　　　　　　ｂ　試薬及び標準物質の保管方法 

　　　　　　ｃ　検査室の整理及び清掃の方法並びに管理責任者の氏名 

　　　　　　ｄ　機械器具の点検等の方法並びにこれらの記録の保管方法 

　　　　　　ｅ　測定結果報告作成の手順並びに測定結果の保存方法及び保存責任者の氏名 

　　　　(オ)　建築物飲料水貯水槽清掃業 

　　　　　　ａ　作業工程（貯水槽清掃後における貯水槽の水等の検査方法に関する事項を

　　　　　　　含む。） 

　　　　　　ｂ　使用する塩素剤等の名称及び使用方法 

　　　　　　ｃ　機械器具の洗浄、作業衣等の消毒の方法 

　　　　　　ｄ　機械器具等の点検の方法 

　　　　　　ｅ　保管庫の管理責任者の氏名 

　　　　　　ｆ　従事者の検便等の時期及び検査機関 

　　　　　　ｇ　作業報告作成の手順 

　　　　(カ)　建築物排水管清掃業 

　　　　　　ａ　作業工程（排水管清掃の効果の確認方法に関する事項を含む。） 

　　　　　　ｂ　機械器具等の点検の方法 

　　　　　　ｃ　保管庫の管理責任者の氏名 

　　　　　　ｄ　作業報告作成の手順 

　　　　(キ)　建築物ねずみ昆虫等防除業 

　　　　　　ａ　作業工程（事前調査及び事後調査の方法に関する事項を含む。） 

　　　　　　ｂ　使用する薬剤の種類 

　　　　　　ｃ　薬剤の保管方法 

　　　　　　ｄ　機械器具等の点検の方法 

　　　　　　ｅ　保管庫の管理責任者の氏名 
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　　　　　　ｆ　作業報告作成の手順 

　　　　(ク)　建築物環境衛生総合管理業 

　　　　　　ａ　建築物清掃業 

　　　　　　　(ａ)　作業工程（日常清掃を行わない箇所についての定期点検に関する事項

　　　　　　　　　を含む。） 

　　　　　　　(ｂ)　機械器具等の点検の方法 

　　　　　　　(ｃ)　清掃作業に伴って排出されるごみや清掃作業によって生じる排水の処

　　　　　　　　　理方法 

　　　　　　　(ｄ)　作業報告作成の手順 

　　　　　　ｂ　建築物空気環境測定業 

　　　　　　　(ａ)　空気環境の測定方法 

　　　　　　　(ｂ)　測定器の点検、較正等の方法並びにこれらの記録の保管方法 

　　　　　　　(ｃ)　測定結果報告作成の手順並びに測定結果の保存方法及び保存責任者の

　　　　　　　　　氏名 

　　　　　　ｃ　空気環境の調整、給水及び排水の管理並びに飲料水の水質検査の方法 

　　　　　　ｄ　空気環境の調整、給水及び排水の管理並びに飲料水の水質検査に関する作

　　　　　　　業報告作成の手順 

　　⑵　建築物飲料水水質検査業にあっては、検査室の設置場所、構造及び機械器具の配置

　　　状況を、建築物飲料水貯水槽清掃業、建築物排水管清掃業及び建築物ねずみ昆虫等防

　　　除業にあっては機械器具等の保管庫の設置場所、構造及び保管状態を明らかにする図

　　　面 

　　⑶　建築物空気環境測定業及び建築物環境衛生総合管理業にあっては、浮遊粉じん測定

　　　器の較正済票の写し 

　　⑷　営業所の所在を明らかにする図面 

　　⑸　公益法人、事業協同組合等にあっては、定款又は寄付行為の写し 

　５　変更届出書の提出 

　  　規則第３３条の規定により変更の届出をしようとする者は、様式第２による届出書に

　　変更に係る書類を添付し、所管保健所長に提出しなければならない。 

　６　事業廃止届出書の提出 

　  　規則第３３条の規定により事業廃止届出をしようとする者は、様式第３による届出書

　　を所管保健所長に提出しなければならない。 

　７　登録証明書の再交付 

　  　登録を受けている者で、登録証明書の再交付を受けようとする者は、様式第４による

　　登録証明書再交付願書を所管保健所長に提出しなければならない。 

　８　１の規定による登録申請に係る手数料は、使用料及び手数料規則（昭和３１年千葉県

　　規則第２９号）第２条に規定する額とする。 

　９　登録の有効期間である６年を超えて登録業者である旨の表示をしようとする者は、登

　　録有効期間終了の１か月前に登録申請ができるものとし、新たに登録を受けなければ、

　　法第１２条の３に規定する表示等はできないことに留意すること。 

　10　その他 

　　⑴　登録を受けた者は、知事から業務等に関し報告を求められたときは、速やかに報告

　　　しなければならない。 
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　　⑵　登録を受けた者は、登録の基準に適合していないと認められるときは、登録を取り

　　　消されることがある。 

 

第４  適用除外 

      この要綱は、「千葉県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例」（平成 

　　１２年３月２４日条例第１号）別表中第２５号の２下欄に掲げる市町村の区域において

　　は、適用しない。 

 

附　則 

（施行期日） 

第１　この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２ 

　１　建築物における衛生的環境の確保に関する法律を一部改正する法律（平成１３年法律

　　第１５６号）（以下「改正法」という。）附則第２条に規定する者は、この要綱にかか

　　わらず、この要綱の施行前の「建築物における衛生的環境の確保に関する法律の施行に

　　係る指導要綱」（以下「旧要綱」という。）の平成１４年６月３日施行の改正前の規定

　　を適用する。 

　２　改正法附則第３条に規定する者にあっては、旧要綱の平成１４年６月３日施行の附則

　　２の規定を適用する。 

 

附　則 

（施行期日） 

　この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

附　則 

（施行期日） 

　この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 

 

附　則 

（施行期日） 

　この要綱は、令和６年３月１５日から施行する。
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別表第１ 

 

業　　　種 業務の内容

建築物清掃業 建築物における床等の清掃を行う事業（建築物の外壁や窓

   　                     の清掃、給排水設備のみの清掃を行う事業は含まない。）

建築物空気環境測定業 建築物における空気環境（浮遊粉じんの量、一酸化炭素の

                           含有率、二酸化炭素の含有率、温度、相対湿度、気流）の

      　 測定を行う事業

建築物空気調和用ダクト清掃 建築物の空気調和用ダクトの清掃を行う事業

建築物飲料水水質検査業 建築物における飲料水について、水質基準に関する省令（平

    成１５年厚生労働省令第１０１号）の表の下欄の掲げる方

法により水質検査を行う事業

建築物飲料水貯水槽清掃業 受水槽、高置水槽等建築物の飲料水の貯水槽の清掃を行う

事業

建築物排水管清掃業 建築物の排水管の清掃を行う事業

建築物ねずみ昆虫等防除業 建築物におけるねずみ、昆虫等人の健康を損なう事態を生

                          じさせるおそれのある動物の防除を行う事業

建築物環境衛生総合管理業   建築物における清掃、空気調和設備及び機械換気設備の運

                           転、日常的な点検及び補修（以下「運転等」という。）並

      　 びに空気環境の測定、給水及び排水に関する設備の運転等

並びに給水栓における水に含まれる遊離残留塩素の検査並

びに給水栓における水の色、濁り、臭い及び味の検査であ

って、特定建築物の衛生的環境の維持管理に必要な程度の

ものを併せ行う事業
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別表第２ 

 

事業区分 資格の種類 提出する書類

建築物清掃業 清掃作業監督者講習会修了者 清掃作業監督者講習会修了証書の写し

建築物空気環境 空気環境測定実施者講習会修了者 空気環境測定実施者講習会修了証書の

測定業 写し

建築物環境衛生管理技術者免状の交 建築物環境衛生管理技術者免状の写し

付を受けている者

建築物空気調和 ダクト清掃作業監督者講習会修了者 ダクト清掃作業監督者講習会修了証書

用ダクト清掃業 の写し

建築物環境衛生管理技術者免状の交 建築物環境衛生管理技術者免状の写し

付を受けている者

建築物飲料水水 学校教育法に基づく大学等において 卒業証明書、実務従事証明書 

質検査業 理学等の課程を修めて卒業した後、

１年以上の実務経験を有する者

衛生検査技師又は臨床検査技師であ 衛生検査技師免許証又は臨床検査技師

って、１年以上の実務経験を有する 免許証の写し、実務従事証明書

者

学校教育法に基づく短期大学又は高 卒業証明書、実務従事証明書 

等専門学校において生物学等の課程

を修めて卒業した後、２年以上の実

務経験を有する者

技術士 技術士登録証の写し

技術士となる資格を有する者 資格を有する書類

学校教育法に基づく大学、短期大学 卒業証明書、実務従事証明書 

又は高等専門学校以外の学校におい

て所要の課程を修めて卒業した後、

所要の実務経験を有する者

建築物飲料水貯 貯水槽清掃作業監督者講習会修了者 貯水槽清掃作業監督者講習会修了証書

水槽清掃業 の写し

建築物環境衛生管理技術者免状の交 建築物環境衛生管理技術者免状の写し

付を受けている者

建築物排水管清 排水管清掃作業監督者講習会修了者 排水管清掃作業監督者講習会修了証書

掃業 の写し

建築物環境衛生管理技術者免状の交 建築物環境衛生管理技術者免状の写し

付を受けている者

建築物ねずみ昆 防除作業監督者講習会修了者 防除作業監督者講習会修了証書の写し

虫等防除業

建築物環境衛生 統括管理者講習会修了者 統括管理者講習会修了証書の写し

総合管理業 （清掃作業監督者） （建築物清掃業と同じ）

空調給排水管理監督者講習会修了者 空調給排水管理監督者講習会修了証書

の写し

（空気環境測定実施者） （建築物空気環境測定業と同じ）


